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＜主な政

 ◆リニ

  ○名

ネ

  ○名

  ○国

点

 
 ◆国際

  ○中

航

  ○名

化

 
 ◆名古

  ○名

  ○県

 
 ◆自立

  ○世

い

  ○県

  ○道

  ○権

①中京

○ 

か

た

交

○ 

備

○ 

大

の

重

 重要政

政策の方向

ニア開業効

名古屋駅か

ネットワー

名古屋駅の

国土の東西

点へのアクセ

際交流基盤

中部国際空

航空・ビジ

名古屋港の

化、三河港

古屋都心部

名古屋駅周

県内の主要

立する大都

世界と闘え

いくための

県と名古屋

道州制の導

権限移譲など

大都市圏

５千万人

から人・モ

ためには、

交通ネット

中部国際

備・強化を

国からの

大都市圏の

の中心都市

重ねながら

政策課題

向性＞ 

効果を高める

から中京大都

ークの形成 
の利便性向上

・南北軸と

セスとなる

盤等の整備

空港の機能強

ジネス機拠点

の機能強化、

港・衣浦港の

部等への高次

周辺の高次都

要都市におけ

都市圏に向

える大都市

の国からの権

屋市が一体的

導入の実現に

ど、市町村の

圏 ～5千万

人リニア大

モノ・カネ

まず、名

トワークの

際空港の機

を図り、世界

の権限・財

の自立に向

市である名

ら、中京都構

題と主な政

る交通ネッ

都市圏内の

上に向けた

なる新東名

名古屋環状

・機能強化

強化（完全

点化の推進

、コンテナ

の機能強化

次都市機能

都市機能の

ける都市基

けた取組と

市圏として発

権限・財源

的に機能強

に向けた国

の持続可能

万人リニア大

交流圏の西

・情報を呼

古屋都心部

形成を図っ

機能強化や

界との直結

源の移譲な

けた取組を

古屋市と県

構想を推進

政策 
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ットワーク

の 40 分交

た交通事業

名高速道路や

状2号線、名

化 

全 24 時間化

進 
ナターミナル

化 

能集積 

の集積、名

基盤の再構

と中京都構

発展する上

源の移譲

強化を図る

国民・県民

能なサービス

大交流圏の西

西側の拠点

呼び込む

部への高次

っていくこ

や港湾機能

結性を高め

など、地方

を一層加速

県がベクト

進する。

クの整備 

交通圏の拡

業者、名古

や三遠南信

名豊道路、

化）、県営名

ルの運営効

古屋港周辺

構築や新た

構想の推進

上で必要な

る中京都構

民の意識の

ス提供体制の

西の拠点となる

点としての

「中京大都

次都市機能

ことが重要

能の強化な

めていくこ

方分権の推

速させてい

トルを合わ

拡大をはじめ

屋市の取組

信自動車道、

西知多道路

名古屋空港

効率化や近

辺の大規模

な産業集積

な施策を自

想の推進 

醸成 

の構築に向け

る大都市圏に

の強みを発揮

都市圏」を実

能の集積を

要。 

ど、国際交

とが重要。

推進を図る

いくととも

わせ、共同

め、総合的

組の促進 
国際物流

路などの建設

港のコミュ

近隣港との

模集客施設

積地域の形

自立的に実

けた取組 

に向けて 

揮し、国内

実現してい

図りながら

交流基盤の

。 

ことにより

に、この地

の取組を積

的な交通

・交流拠

設促進 

ーター

の連携強

設の整備 
形成 

実施して

内外

いく

ら、

の整

り、

地域

積み



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
＜主な政
 ◆県内
  ○県

ビ
  ○タ

る

 ◆グロ
  ○県
  ○国
  ○外

 ◆海外
  ○友

ナ
  ○成

と

 ◆グロ
  ○「

育
  ○中

 ◆海外
  ○ア
  ○本
  ○県

 ◆多文
  ○外

②グロー

○ 

海

込

○ 

せ

○ 

ら

○ 

き

政策の方向性
内企業の海
県内中小企業
ビジネス支援
タイのバン
支援機能を

ローバル市
県内企業の海
国際見本市
外資系企業

外とのパー
友好・協力
ナム、バン
成長が期待
とした新たな

ローバル人材
「あいちス
育における
中小企業等

外からの人材
アジアの技術
本県にゆか
県民全体の英

文化共生の
外国人県民

ーバル展

愛知の産

海外市場の

込み、新た

中小企業

せていない

外資系企

らの投資や

こうした

きる人材の

 

性＞ 
外展開支援

業の海外展開
援センター」
コクに新た

を強化するな

場の獲得と
海外販路拡
、国際会議
の誘致 

トナーシッ
関係にある
コク都（タ
されるなど
なパートナ

材の育成 
ーパーイン
実践的な英
における海

材獲得 
術系を中心
りのある外
英語力の底

推進 
の子どもの

展開 ～世

産業が今後も

獲得を進め

な投資や取

業の中には

い企業も多

企業の誘致

や海外との

た国境を越

の育成とと

援 
開支援のワン
におけるジ
たに「海外
など、海外

と海外から
拡大に向け
議の戦略的

ップの構築
るビクトリ
タイ）、広東
ど特に関係
ナーシップ

ングリッシ
英語力の強
海外展開を

心とした留
外国人ネッ
底上げを図

の教育や医

世界から活力

も力強く発

めていくと

取引機会の

、海外展開

く、総合的

致や国際見本

取引機会を

越えた経済活

もに、留学

10 

ンストップ
ジェトロ名古
外産業情報セ
外進出企業の

らの投資促
けた支援 
的な誘致・

築 
リア州（オ
東省（中国

係を深めるこ
プの構築 

シュハブス
強化   
を担う人材

留学生など
ットワーク
るなど、外

医療・福祉

力を取り込める

発展してい

とともに、海

の拡大に取り

開への意欲

的なサポー

本市・国際

を生む取組

活動の担い

学生や高度

プサービス拠
古屋等と連携
センター」
の現地支援

促進 

開催 

オーストラ
国）との交
ことが望ま

スクール」の

材育成支援

ど、外国人留
の構築と活

外国人が暮

祉の充実 

る地域に向け

くためには

海外から企

り組んでい

欲はあって

ート体制を整

際会議の誘

組が大切。

い手として

度人材を獲得

拠点として設
携した総合
を開設し、

援体制の強化

リア）、江
交流の推進
まれるアジア

の成果の普

留学生の獲
活用 

暮らしやすい

けて 

は、新興国

企業や人材

いくことが不

てもノウハ

整えていく

誘致・開催

 

て、グロー

得していく

設置した「あ
合的なサポー
、東南アジ
化 

江蘇省（中国
進 
アの国・地

普及を通し

獲得や就職

い環境づく

国をはじめ 

材、資金を呼

不可欠。 

ハウを持ち合

くことが必

など、海外

バルに活躍

くことが重

あいち国際
ートの実施
ジアにおけ

国）、ベト

地域を対象

した学校教

職支援 

くりの推進

呼び

合わ

必要。

外か

躍で

重要。

象

教



 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜主な政
 ◆付加

  ○「
○
○
け

 ◆自動

  ○豊
  ○水

動
○国

 ◆健康

  ○大
  ○循

 ◆立地

  ○「
○市

◆多様

○イ

◆中小

○「

 ◆産業

  ○本
会

  ○高
  ○「

③産業

○ 
業
加

○ 
る
に

○ 
境
業

○ 
育

政策の方向性
加価値の高い

「知の拠点あ
「産業空洞化
「あいち産
ける産業デザ

動車産業の高

豊田・岡崎地
水素ステーシ
動車に対する
国際戦略総合

康長寿、環境

学、医療機関
循環ビジネス

地環境の整備

産業空洞化対
市町村や企業

様な産業の創

インキュベー

小企業・小規

「愛知県中小

業人材の育成

本県の工業教
会」を契機
高等学校職業教
「スーパーサ

革新・創

アジアな
業の競争力
加価値を生み

モノづく
る発展に加
に資する新

産業用地
境・起業環
業の立地や

高度な知
育成に力を

 

性＞ 
いモノづく

あいち」で
化対策減税

産業科学技術
ザインを意

高度化・航

地区研究開
ション・充電
る自動車税の
合特区「ア

境・新エネ

、介護施設、企
スの発掘・

備 

対策減税基金
業ニーズを

創出・育成

ート施設の運

規模企業者

小企業振興

成 

教育の中核
とした技能
教育技術認定制
サイエンスハ

創造 ～日

などの新興国
をさらに強
み出す「知

くりについ
加え、環境
新たな産業

地の確保や
環境を整え
や起業を支

知識・技術
を入れてい

くりの推進

での産学行政
税基金」を活
術総合セン
意識したモ

航空宇宙産業

開発施設用地
電インフラ整
の課税免除、
アジア No.1

ネルギーな

企業等のネッ
創出支援や

金」に基づく立
を踏まえた迅

成 
運営や専門

者の振興 
興基本条例」

核となる愛知
能尊重気運の
制度の実技試
ハイスクー

日本の成長を

国の技術力
強化してい
知的創造性

ては、自動
・新エネル
分野につい

、起業の際
、ITやデザ
援していく

術を備えた人
くことが重

11 

政連携によ
活用した企

ンター」の
ノづくりの

業の振興

地造成事業
整備促進、
、自動車安全
1 航空宇宙

ど課題解決

トワーク体制
や、新エネ

立地補助や産
迅速な企業

門家による経

に基づく総

知総合工科
の醸成など

試験を重視した
ール」などに

をリードする

力が向上す
いくためには
性」を育てて

動車産業の
ルギー、健
いても育成

際の専門サ
ザインなど
くことが必

人材など、
重要。 

よる研究開
企業等の研究
「産業デザ
の支援 

業の推進 
電気自動車
全技術に係

宙産業クラス

決型産業の

の構築による
ネルギーに

産業立地促進税
業用地開発

経営支援など

総合的な中

科高等学校
ど、モノづ
た見直しなど専
による科学技

最強の産業県

る中、本県
は、世界の
ていくこと

の高度化や
健康長寿な
成・振興を図

サービスも
どの都市型
必要。 

愛知の産

発の推進 
究開発・実
ザイントラ

車・プラグイ
係る研究開発
スター形成

育成 

医療・福祉機器
関する研究

税制の活用に

どベンチャー

中小企業・小

校の新設や
くり人材の
専門高校教育
技術系人材の

県に向けて 

県のモノづ
の一歩先を行
とが求められ

や航空宇宙
など、社会
図っていく

も含めた理
型産業を含

産業発展を

実証実験の支
イアルコア

インハイブリ
発・実証実験
成特区」の推

器分野等の育
究・技術開

による戦略的

ーの創出・

小規模企業

「技能五輪
の育成 
育の充実 
の育成 

づくり産 
行く新たな
れる。 

産業のさ
会的課題の解
くことが必

理想的な立地
含め、様々な

支える人材

支援 
ア」にお

リッド自
験の支援 
推進 

成・振興 
開発促進 

企業誘致 

育成 

業者の支援

輪全国大

な付

らな
解決
必要。

地環
な企

材の



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な政

 ◆農林

  ○

ラ

  ○日

  ○

産

  ○県

ン

○

  ○知

 ◆生産

  ○農

  ○水

  ○県

  ○生

に

 ◆持続

  ○県

援

  ○鳥

④農林

○ 

格

に

○ 

し

付

○ 

加

も

○ 

品

生

政策の方向

林水産業の

「６次産業

ランの開設

日本一の生

「いいとも

産地消の推

県産農林水

ン等により

「農林水産業

知的財産の

産性の高い

農地の利用

水田の大区

県農林水産

生産者と加

に向けた生産

続性のある

県内８か所

援など、多

鳥獣被害防

林水産業 

農林水産

格の低迷な

には、競争

農林水産

し、６次産

付加価値の

人口減少

加や経済発

も積極的に

多様な担

品質で生産

生産基盤の

 

向性＞ 

の市場拡大

業化推進会議

設など 6 次

生産額を誇

あいち運動

推進 
水産物の生

発信する仕

業国際競争

の保護・活用

い農林水産

用集積や耕作

区画化や林

産試験研究機

加工業者等か

産体制の構

る農林水産

所に設置し

多様な担い手

防止対策の支

～競争力あ

産業を巡って

ど、厳しい

力の高い農

産業と商工

産業化や農商

の高い商品

少に伴い国

発展に伴う

に目を向け

担い手の育

産性の高い

の整備など

・経営革新

議」を中心

産業化の取

る花きの需

動」や学校

生産や利用

仕組みづく

争力強化セン

用 

業の展開

作放棄地の

内路網、干

機関や大学

からなるコ

構築  

業の発展

た「農起業

手の確保

支援 

ある農林水産

ては、担い

い経営環境

農林水産業

工業がバラ

商工連携な

開発等、販

内市場の伸

食料需要の

ていくこと

成、意欲あ

農林水産物

による生産

12 

新 

心とした農

取組支援や

需要拡大な

校給食等に

に係る様々

くり 
ンター」を

の発生の抑

干潟・浅場

学、企業が連

コンソーシ

業支援セン

・育成  

産業に向けて

い手の減少

境が続いて

業の確立が

ランスよく

など、「マー

販売促進に

伸びが期待

の増加が見

とが必要。

ある担い手

物を生み出

産現場の強

農林水産物

や、農商工

など「花の

における県産

々な情報を

を中心とした

抑制など農

場など生産

連携した新

アム設立に

ンター」に

 

少や高齢化、

おり、安定

求められて

発達して

ーケット・

に向けた取

待できない

見込まれて

 

手への農地

出す新技術

強化が必要

の加工・販

工連携の推進

王国あいち

産農林水産

をスマート

た農林水産

農地の合理的

産基盤の整備

新技術や新

による新品

における新規

、農林水産

定した経営

ている。 

いる本県の

イン」の

取組の強化が

い一方、海

ており、こ

地の利用集積

術・新品種の

要。 

販売、農家

進 
ち」の推進

産物の活用

トフォンや

産物等の輸出

的な利用の

備推進 
新品種の開発

品種の早期安

規参入希望

産物の価 

営の継続の

の強みを生

視点に立っ

が必要。 

外では人口

うした市場

積の推進、

の開発・普

家レスト

進 
用など地

やパソコ

出の促進 

の推進 

発推進 
安定供給

望者の支

ため

生か

った

口増

場へ

、高

普及、



 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜主な政
 ◆現代
  ○

ン
  ○愛
  ○県
  ○愛

 ◆全国
  ○

7
○ト

  ○全
で

 ◆地域
  ○産
  ○

○コ
  ○2

の
  ○

 ◆ＭＩ
  ○2

議

 ◆東京
  ○東

○2

⑤文化

○ 

国

有

市

○

文

性

○ 

2

発

政策の方向
代芸術の創
「あいちト
ントとして
愛知芸術文
県立芸術大
愛知の文化

国・世界に
「マラソン
70.3 セント
トレイルラ
全国、世界
で行う組織

域魅力の磨
産業観光、
「なごやめ
コスプレと
2015 年の全
の整備など
「昇龍道プ

ＩＣＥの戦
2014 年の
議」等の開

京オリンピ
東京オリンピッ
2027 年のリ

化・スポー

世界の中

国内外から

有数の産業

市としての

「あいちト

文化芸術、

性化につな

アジア等

2027年のリ

発信し、誘

 

向性＞ 
創造発信拠
トリエンナ
ての地位確
文化センタ
大学におけ
化芸術の担

に打ち出せ
ンフェステ
トレア知多
ンニングや
に打ち出せ

織「スポー

磨き上げ・
武将観光

めし」の地
といったポ
全国都市緑

ど、県営公
プロジェク

戦略的な誘
「持続可能
開催支援や

ピックの開
ックが開催され
リニア開業

ーツ・魅力

中で存在感

ら人を惹き

業力や経済

の魅力に必

トリエンナ

スポーツ

なげていく

等からの訪

リニア中央

誘客促進を

拠点としての
ーレ」を継

確立 
ーを拠点と
る新デザイ

担い手と支え

るスポーツ
ティバルナ
多・常滑ジ
やウルトラ
せるスポー
ツコミッシ

観光客の誘
の推進 

地域ブラン
ップカルチ
緑化フェア

公園を活用し
ト」など広

致・開催
能な開発の
、それに続

催やリニア
れる2020年を

業を見据えた

力発信 ～世

感を発揮す

きつける魅

済力を誇り

必ずしも結び

ナーレ」や

ツ、国際会議

ことが必要

訪日観光客

央新幹線の

を図ってい

13 

の地位確立
継続開催し

とした芸術
イン棟の整
え手双方の

ツ大会の育
ゴヤ・愛知
ャパン」な

ラマラソンな
ーツ大会の
ション」の

誘致 

ド確立と国
チャー等に
アの開催や
した賑わい
広域観光の

のための教
続く MICE

アの開業を
をターゲットと
た観光振興

世界から人を惹

る中京大都

力やその発

ながら、そ

びつけるこ

「名古屋ウ

議などの育

要。 

客の増加や

の開業など

くことも重

立 
し、国際的

術創造機能
整備にあわ
の育成・拡

育成・招致
知」、「新城
などのスポ
など新たな
の招致活動や
の設置に向

国内外への
による地域
や愛・地球博
いづくり 
の推進 

教育（ESD）
E の戦略的

を見据えた
とした誘客やイ
興の検討 

惹きつける魅

都市圏を実

発信が不可

それを地域

ことができ

ウィメンズ

育成・誘致

、2020 年

を念頭に、

重要。 

的に認知さ

能の一層の強
わせた教育研
拡大 

致 
城ラリー」、
ポーツ大会
な大会の立ち
や育成活動

向けた取組の

の戦略的 PR
域の活性化 
博記念公園

）に関する
的誘致や受

た観光振興等
イベント等の誘

魅力ある大都市

実現してい

可欠だが、

域の良好な

きていない

ズマラソン

致に取り組

年の東京オ

本県の魅

れる現代芸

強化 
研究の充実

、「アイア
会の育成 
ち上げや招
動をワンス
の推進 

R 

園の野外音

るユネスコ
受入環境の

等の検討 
誘致・開催 

市圏に向けて 

いくために

本県はわ

なイメージ

い状況。 

ン」をはじ

組み、地域

オリンピッ

魅力を国内外

芸術イベ

実 

アンマン

招致 
ストップ

音楽施設

コ世界会
整備 

は、

が国

や都

め、

の活

ク、

外に



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な政

 ◆前向

  ○少

  ○道

じ

  ○国
 
 ◆若者

  ○小

  ○社

進

  ○新
 
 ◆円滑

  ○

開

  ○大
 
 ◆困難

  ○不

や

  ○支

⑥教育

○ 

会

構

対

て

○ 

じ

○ 

や

○ 

拡

政策の方向

向きに挑戦

少人数学級

道徳教育の

じめ・不登校

国の教育委

者の課題解

小・中・高

社会経済環

進めるための

新たな公立

滑な就業・

「ヤング・

開発 
大学や専門

難を抱える

不登校やひ

やその家族

支援が必要

育・人づく

変化の激

会を生き抜

構造や雇用

対応し、能

ていけるよ

子どもた

じたキャリ

若者の就

や職業能力

また、社

拡大を防い

 

向性＞ 

戦できる人

級や少人数指

の充実や、ス

登校問題等へ

委員会制度

解決能力や社

高等学校を通

環境の変化や

の「県立高

立高等学校入

労働移動へ

ジョブ・あ

門学校等と連

る人へのき

ひきこもり

族の支援 

要な生活困窮

くり ～前

激しい、先

抜く力をし

用形態の変

能力を高め

ような人づ

たちの確か

リア教育の

就業支援と

力開発、さら

社会とつな

いでいくこ

づくり 

指導、外部

スクールカ

への対応 
改革の動向

社会的自立

通じたキャ

や多様化す

高等学校教

入試制度の

への対応

あいち」で

連携した社

め細かな支

など社会と

窮者の早期

前向きに挑戦

先が予測しに

っかり身に

変化が加速す

めながら、と

づくりや社会

かな学力や体

充実を図っ

ともに、円

らには学び

ながることが

とが重要。

14 

部人材の活

カウンセラー

向を踏まえ

立ができる

ャリア教育

する生徒の

教育改革基本

の 2017 年

での就労支

社会人の学

支援 

とのつなが

期把握と一人

戦し、キャリ

にくい時代

につけてい

することも

ときには転

会づくりを

体力を養っ

っていくこ

円滑な労働

びなおしの

が困難な子

。 

活用等によ

ーの配置な

えた教育行

る力の育成

育の充実 
ニーズ等に

本計画」(仮
年度導入 

支援や高等技

学び直しの

がりを持つ

人ひとりの

アアップでき

代にあって

いくことが

も見込まれ

転職しなが

を進めるこ

っていくと

ことが重要

働移動を実

の環境づく

子ども・若

る確かな学

など相談体制

行政体制のあ

成 

に対応した

仮称)の策定

技術専門校

環境づく

つことが困難

の状況に応

きる人づくり

て、若者が

が必要。特

れる中、そ

がらもキャ

ことが必要

とともに、

要。 

実現するた

りを進める

若者の増加

学力の育成

制の充実に

あり方の検

た高等学校づ

定 

校等での職

りや情報提

難な子ども

応じた支援 

りに向けて 

がこれからの

特に今後、産

そうした変化

リアアッ

。 

成長段階に

ための就業支

ることも重

加や生活困窮

成 
によるい

検討 

づくりを

職業能力

提供 

も・若者

の社

産業

化に

プし

に応

支援

重要。

窮の



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

＜主な政

 ◆働く

○女

○女

へ

  ○ウ

  ○男

と

 

 ◆女性

  ○職

談

  ○女

ト

 

 ◆ワー

  ○愛

○定

⑦女性

○ 

今

て

ブ

労

○ 

然

や

○ 

や

に

政策の方向

く場におけ

女性の活躍

女性の人材

への登用促

ウィルあい

男女共同参

とらわれな

性の再就職

職場復帰や

談や情報提

女性の起業

トワークづ

ーク・ライ

愛知県ファ

定時退社や

性の活躍 

男女の性

今後も本県

ていくこと

ブの谷が深

労を継続で

指導的な

然として低

や能力を高

男女がと

や柔軟な働

に、女性の

 

向性＞ 

ける女性の

躍のメリッ

材育成の強

促進や職域の

いち等を交

参画の視点

ない進路選

職・起業支

や再就職を

提供を行う

業を支援す

づくり 

イフ・バラ

ァミリー・

や有給休暇

～女性が元

性別にかか

県が持続的

とが不可欠

深い状況に

できる環境

な地位に立

低く、女性

高めるとと

ともに仕事

働き方の促

の再就職や

定着と女性

トや効果等

化や農業分

の拡大 

流拠点とす

に立ったキ

選択などの支

援の拡充

希望する女

「子育て女

するための

ンスの一層

フレンドリ

取得の促進

元気に働き続

かわらず、そ

的に発展し

欠。本県では

にあり、就

境づくりを進

立つ女性の

性の参画が

ともに、社会

事と子育て

促進、固定

や起業への支

15 

性の活躍の

等の情報発

分野におけ

する企業で

キャリア教

支援 

女性に向け

女性再就職

セミナーの

層の取組強

リー企業の

進、男性の

続けられる社

それぞれの

ていくため

は、全国に

就労を望む女

進めていく

割合や方針

が進んでいな

会全体の理

を両立して

的性別役割

支援を拡充

の場の拡大

発信、企業

ける活躍支

で活躍する

教育の推進

け、就労やキ

職サポート

の開催や女

強化 

の登録拡大

の育児参加

社会に向けて

の個性と能

めには、女

に比べ、女性

女性がそれ

くことが必

針決定過程

ない分野も

理解を深め

ていくため

割分担意識

充していく

大 

業等の意識改

支援等によ

る女性のネ

進や、固定

キャリアア

センター」

女性起業者

大 

加の促進 

力を発揮す

女性が社会

性の労働力

れぞれの望

必要。 

程への女性

もあり、女

めていくこ

めには、働

識の解消等

くことが必

改革促進 

る、女性の

ットワーク

定的役割分担

アップに関

」の設置 

者や経営者

するととも

会の中で活

力率のＭ字

望む働き方

性の参画率

女性自身の

ことが必要。

働き方の見

等を図ると

必要。 

の管理職

クづくり

担意識に

関する相

者のネッ

もに、

躍し

カー

で就

は依

意欲

。 

直し

とも



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な政
 ◆安心
  ○妊
  ○産

 ◆すべ
  ○親

○2
手

  ○
て

  ○小
児

  ○保
  ○休

実
  ○放

 ◆児童
  ○児

虐
  ○保

模
  ○女

偶

⑧子ど

○ 

未

が

○ 

が

の

○ 

出

子

○ 

て

政策の方向
心・安全な
妊娠・出産
産科医の確保

べての子ど
親子の交流
2014 年 4 月
手当」の給
「子育て応
てを応援す
小児科医の
児救急医療
保育士の確
休日保育や延長
実施による病児
放課後児童

童虐待・Ｄ
児童虐待の
虐待事案へ
保護した児
模化等）の
女性相談セ
偶者からの

ども・子育

本県の出

未婚化・晩

があるのが

本県が活

が結婚し、

の流れを変

そのため

出産、子育

子ども・子

保護者の

て家庭に対

 

向性＞ 
な妊娠・出
産に関する
確保、周産期

ども・子育
流拠点や一
月からの消
給付や多子
応援の日（
する環境づ
の育成・確保
療体制の構
確保や資質
長保育、ファ
児・病後児保

童クラブ（

ＤＶの防止
の予防や早
への対応 
児童の家庭
の推進、被
センターと
の暴力）へ

育て応援

出生率は大

晩婚化が進

が現状。 

活力を維持

安心して

変えられる

めには、若者

てにわたる

子育て家庭を

の就労状況

対して、子

産支援 
意識啓発や

期母子医療セ

て家庭への
時預かりな
消費税率引
子世帯への経
（はぐみんデ
くり 
保や、あい

構築 
質の向上 
ァミリー・サポ
保育の促進など
学童保育）

早期発見・早

庭的養護（里
被虐待児の家

児童相談セ
の適切な対

援 ～少子化

大都市圏と

進むとともに

持し、持続的

て子どもを生

社会を実現

者のキャリ

るライフス

を応援する

況や家族形態

子どもの成長

16 

や健康教育
センターの

の支援 
など地域に
引き上げに
経済的支援
デー）」の

いち小児保

ポート・セン
ど、保護者の多
）の整備促

早期支援、

里親・ファ
家族再統合
センター等
対応 

化の流れを変

しては高く

に、希望す

的に発展し

生み育てら

現していく

リア形成や

ステージに応

る気運の醸

態を踏まえ

長に応じた

育、不妊に
の整備や地域

における子
伴う影響を
援等による
普及など、

保健医療総合

ンターを活用し
多様な働き方
促進など、

児童相談セ

ミリーホー
合の支援 
等との連携

変える社会に

く、全国平

する子ども

していくた

られる環境

くことが求

生活基盤の

応じた支援

醸成を図って

えながら、

た切れ目の

に悩む夫婦
域の分娩施

子ども・子育
を緩和する
る経済的負
、社会全体

合センター

した医療機関連
方に対応した保
放課後児童

センターを

ームへの委

携による D

向けて 

平均を上回

もの数と実

ためにも、

境づくりを

求められる

の確保から

援が必要とな

ていくこと

すべての

のない支援

に対する支
施設等との連

育て支援の
る「子育て支
担の軽減 
体で子ども

ーを中核と

連携型のモデ
保育サービス
童対策の充

を中心とし

委託や施設

DV（配

回っているが

実際の数に開

希望する若

を進め、少子

。 

ら、結婚、妊

なるととも

とが必要。 

の子ども・子

援が重要。 

支援 
連携促進 

の充実 
支援減税

も・子育

とした小

デル事業の
の充実 
充実 

した児童

設の小規

が、

開き

若者

子化

妊娠、

もに、

子育



 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜主な政

 ◆生涯

  ○県

○が

  ○あ

ラ

  ○相

 
 ◆シニ

  ○元

 
 ◆地域

  ○大

看

  ○地

○介

  ○が

  ○城

 
 ◆支援

  ○地

  ○地

  ○認

症

⑨健康

○ 

○ 

○ 

○ 

政策の方向

涯を通じた

県民の主体

がん検診・

あいち健康

ラムの創出

相談支援体

ニア世代の

元気なシニ

域医療の確

大学と連携

看護師の確

地域の医療

介護も含め

がんセンタ

城山病院に

援が必要と

地域包括ケ

地域の実情

認知症高齢

症予防や介

康長寿 ～

本格的な

高齢者も社

ことが重要

健康寿命

生予防に努

ことが大切

 退職後の

持・介護予

今後、支

サービスを

気なシニア

 

向性＞ 

た健康づく

体的な健康

・健康診査

康の森にお

出 
体制の充実

の社会参加

ニア層の社

確保 

携した医師

確保 
療機関の機

めた多様な

ター中央病

における精

となっても

ケアシステム

情に応じた

齢者への支援

介護予防、高

～「人生90

な長寿社会

社会の支え

要。 

命の延伸の

努めるとと

切。 

の期間に生

予防の面で

支援が必要

を切れ目な

ア層を含め

り 

康づくりを促

査の受診率

おける薬草

実など、こ

加支援 

社会参加を促

師育成・派遣

機能分担・

な職種の連

病院を中心

精神科救急

も安心して

ム構築に向

た在宅・施設

援の充実、あ

高齢者虐待防

年時代」を健

会を迎える

え手として

のためには

ともに、早

生きがいの

でも、また

な高齢者の

なく提供でき

た様々な主

17 

促進する仕

率向上などに

草園の整備と

ころの健康

促進する仕

遣体制の強

連携の推進

連携による在

としたがん

急の機能強化

暮らせる地

けたモデル

設サービス

あいち介護予

防止に関する

健康に生きら

るに当たって

て活躍して

は、若いと

早期発見や

のある生活

た地域社会の

の急増が見

きる体制を

主体が一体

仕組みの構

による疾病

と、健康プ

康の保持増

仕組みづく

強化や、再

進による救

在宅医療体

ん診療連携

化など精神

地域づくり

ル事業の実施

スの基盤整

予防支援セ

る人材育成

られる社会に

ては、いわ

いく生涯現

きから健康

治療等によ

活を送るこ

の活力維持

込まれる中

を、行政だけ

体となって作

構築 
病の早期発

プログラム

増進 

くりの検討

再就業支援

救急医療体

体制の充実

携体制の充

神科医療体

り 

施とその成

整備や住ま

ンターを通

、技術的支

向けて 

わゆる健康寿

現役社会を

康づくりな

より重症化

ことが、高

持のために

中、医療・介

けでなく、

作っていく

発見・重症化

・介護予防

討 

援などによる

体制の強化 
実 
充実 
体制の整備 

成果の全県へ

まいの確保 

通じた認知

支援等 

寿命を延ば

を実現して

など、疾病

化を防いで

高齢者の健

にも重要。

介護など様

企業、NPO

ことが必要

化予防 
防プログ

る医師・

への普及 

ばし、

ていく

病の発

でいく

健康維

 

様々な

O、元

要。 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
＜主な政
◆特別

○特

バ

○特

○医

○教

◆障害

○第

症

○心

○既

ホー

◆地域

○特

○福

○「

気運

◆障害

○障

と特

○「名

◆社会

○福祉

○歩

○災害

⑩障害

○ 
よ
新

○ 
き

○ 
達
身

○ 
社

政策の方向
支援教育の

特別支援学校

バランスよ

特別支援学校

医療的ケアの

教員の専門性

害のある人の

第二青い鳥

症心身障害

心身障害者

既存の戸建て

ームの整備

域における就

特別支援学校

福祉的就労

「全国障害者

運の醸成 

害のある人の

障害のある人

特別支援学

名古屋ウィメ

会全体で支え

祉施設や医療

歩道整備や歩

害時における

害者支援 

障害福祉
り身近な地

新しいあいち

障害のあ
きめ細やか

生活の基
達障害や重
身近な地域

文化や芸術
社会的バリア

 

向性＞ 
の充実 

校について

く設置する

校における

のための看護

性の向上など

の地域生活

学園の改築

害児者のため

コロニーの

て住宅や公

備促進 

就労支援の

校における

における工

者技能競技

の活躍の場

人による優

学校や福祉

メンズホイー

える環境の

療機関、大学

歩行空間の

市町村内の支

～身近な地

の「施設か
地域で学び
ちの障害者

る子どもに
な教育が受

盤となる住
症心身障害
で、適切な

術、スポー
アを取り除

て規模や配

ることを検

る長時間通

護師の拡充

ど幼稚園・保

活支援と療

築や「障害

めの施設の

の再編整備

公営住宅を

の充実 

る職業教育

工賃水準の

技大会（全

場の拡大 

優れた芸術

祉施設との連

ールチェアマ

の整備 

学、企業等の連

のバリアフ

支援体制の強化

地域で共に暮

から地域へ
び、生活し、
者支援を実

に対しては
受けられる

住宅の確保
害などによ
な療育や医

ツなど、障
除き、障害の

18 

配置の適正

検討し、緊

通学解消の

充など特別支

保育所、小

療育支援 

害者福祉減

の整備によ

備による全

活用した安

育の充実 
の向上に向

全国アビリ

術作品を鑑

連携 

マラソン」の開

連携によるリ

フリー化 

化、市町村域を

暮らせる新し

へ」という
、働くこと

実現してい

は、身近な
る環境をつ

保や日常生
より、地域
医療支援を

障害のある人
のある人を

正化を図るた

緊急性の高い

ためのスク

支援学校で

小中学校、高

減税基金」

より、地域

全県的な療育

安心できる

向けた取組の

ンピック）

鑑賞できるア

開催や障害の

リハビリ・介護

を越える広域

い社会に向け

流れの中、
ができる環
くことが求

地域におい
つくってい

生活、就労の
域や在宅での
を受けられ

人の活躍の
を社会全体

ため、複数

いところか

クールバス

の幼児児童

高等学校での

を活用した

における拠

育・医療体

る住まいの場

の推進 
」を契機

アート展の

の種別に応じ

護支援機器の

域的な支援の仕

けて 

、障害のあ
環境づくり
求められる

いて、障害
くことが必

の支援とと
の対応が難
ることが必

の場を広げ
体で支えてい

数校の学校

から設置 
スの増車の

童生徒への支

の特別支援教

た民間法人

拠点施設を

体制の構築

場としての

とした障害

の開催や、

じたスポーツ大

の開発促進 

仕組みづくり 

ある人が 
りをさらに
る。 

害の状態に
必要。 

ともに、重
難しい場合
必要。 

げていくとと
いくことが

校を県内に

の検討 
支援の充実

教育の充実

人による重

を整備 
築 
のグループ

害者雇用の

芸術大学

大会の開催

に進め、

応じた

度の発
合でも、

ともに、
が必要。

実

実

重

プ

の

学



 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な政

 ◆災害

  ○住

な

  ○河

砂

  ○警

充

○防

  ○森

 ◆安全

  ○歩

通

  ○IT
  ○高

 ◆犯罪

  ○防

○防

  ○県

タ

⑪防災

○ 

す

○ 

災

を

○ 

り

○ 

応

た

政策の方向

害から県民

住宅や学校

な道路沿い

河川改修や

砂災害警戒

警察や消防

充実、基幹的

防災教育の

森林等が有

全・円滑に

歩道や自転

通環境の整備

TS など先

高齢者等に

罪がなく安

防犯意識の高

防犯性能に

県の消費生

ター（仮称

・防犯 

南海トラ

するなど、

気候変動

災害対策を

を含めた総

農地や森

り、農地や

交通事故

応じた交通

た犯罪が多

 

向性＞ 

民の生命・財

校施設、不特

いの建築物等

や海岸保全施

戒区域の指定

防の災害対処

的広域防災

充実、災害

有する水資源

に移動できる

転車利用環境

整備 
先進的な安全

に対する交通

安心して暮

高揚、地域

に優れた住

生活相談体制

称）」の設置

～災害や犯

ラフの巨大

バランスの

動等に伴う

を進めると

総合的な対策

森林の洪水

や森林等の管

故死者数に

通事故対策が

多発する中

財産を守る

特定多数の

等の耐震化

施設等の整

定 
処能力向上

災拠点の整

害時におけ

源涵養や県

る道路交通

境等の整備

全技術の実

通安全教育

らせる地域

域の防犯力の

宅・マンシ

制を集約し

置 

犯罪に負けな

地震に備え

の取れた対

局地豪雨等

ともに、都

策が重要。

水防止や水

管理を地域

占める高齢

が求められ

、地域ぐる

19 

る強靭な県

の者が利用

化の促進

整備、地域

上、災害拠点

整備など、迅

ける要援護者

県土保全な

通環境の実

備・確保、通

実証実験の

育などの充

域社会の実

の向上など

ションの普

し、機能強

ない、強靭な県

え、ハード

対策を進め

等の風水害

都市部では

。 

水源涵養等

域全体で支

齢者の割合

れる。また

るみでの犯

県土づくり

用する大規模

域協働型のハ

点病院やそ

迅速な復旧

者への支援

などの多面

実現と交通

通学路の安

の推進・支

充実 

実現 

ど、子ども・

普及など犯

強化を図る

県土・安全な

ド整備に加

めていくこ

害リスクに

は、流域の

の機能が損

支えること

合が増加し

た、子ども、

犯罪防止対

模建築物、

ハザードマ

の後方支援

旧・復興に向

援体制の整

的機能の発

事故の減少

安全対策など

援 

・女性・高齢

犯罪に強いま

「愛知県消

なまちづくり

加え、ソフ

とが必要。

に対し、治水

の保水・遊水

損なわれる

が必要。 

しており、本

女性、高齢

対策が重要。

避難など

マップの作

援にあたる

向けた取組

整備、BCP
発揮 

少 

ど、安全な

高齢者等の防

まちづくり

消費生活総

りに向けて 

ト対策を強

。 

水対策や土

水機能の向

るおそれが

本県の特性

齢者等を狙

。 

どに必要

作成、土

る病院の

組の促進 
の普及 

な道路交

防犯対策 
り 
総合セン

強化

土砂

向上

があ

性に

狙っ



 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な政

 ◆持続

  ○住

○農

○

○コ

 ◆「環

  ○県

○

と

  ○開

  ○三

 ◆持続

○都

○既

○オ

◆社会

  ○社

  ○愛

共

⑫環境

○ 

ネ

○ 
社

○ 
市

○ 
本

○ 
た

政策の方向

続可能なエ

住宅用太陽

農業用水を利

「豊田市低

コジェネプ

環境首都あ

県民一人ひ

「持続可能

とした ES
開発と生物

三河湾の環境

続可能な集

都市機能の

既存住宅の

オープンス

会資本の計

社会資本の

愛知県道路

共施設・社

境・持続可

エネルギ
られる中、
ネルギー利

愛知万博
社会の実現

今後の人
市構造へ転

戦後から
本について

厳しい財
たっては、

向性＞ 

エネルギー

陽光発電設備

利用した小

低炭素社会

プラントの

あいち」の

ひとり環境

能な開発の

SD の取組促

物多様性保

境再生に向け

集約型のま

の集積と多核

の円滑な流

スペースを

計画的・効

の長寿命化

路公社が管

社会インフ

可能まち

ギーリスク
、地域のエ
利用、分散

博やCOP10
現に向けた

人口減少社
転換してい

ら高度成長
て、計画的

財政状況の
民間資金

ー社会の構築

備の設置支援

小水力発電の

会システム実

の導入によ

の実現に向

境配慮行動

のための教育

促進 
保全の調和

けた干潟・浅

まちづくり

核連携型の

流通に向けた

を活用した緑

効率的な維持

化や ICT 等

管理する有料

フラへの民

づくり ～

クの高まり
エネルギー
散型エネル

0、ESDに関
た取組を進

社会に向け
いくことが

長期に集中的
的・効率的な

の中、公共
金や経営ノ

20 

築 

援や県有地

の導入促進、

実証プロジ

る工場等と

けた取組の

「エコアク

育（ESD）

を実現する

浅場の造成と

のネットワー

た支援など

緑地の拡大

持管理・更

等の活用によ

料道路への

間活力の導

～100年持続可

とともに、
ー資源の活用
ルギーシステ

関するユネ
進めていく

け、都市機能
が重要。 

的に整備さ
な維持管理

共施設や社会
ウハウの活

地・県有施設

、下水道での

ジェクト」

と周辺建物

の推進 

クション」

）に関する

る「あいち

と様々な主体

ークの形成

ど、住宅ス

大や災害避

更新、運用

よる計画的

のコンセッ

導入 

可能な次世代

、原子力へ
用とともに
テムに向け

スコ会議を
ことが重要

能の集積な

され、今後耐
理・更新を

会インフラ
活用を図っ

設を活用した

のバイオマ

の取組成

物との電力

の促進 

るユネスコ

ち方式」の

体の連携・協

による持続

ストックの

避難場所の

用 

的で効率的

ッション方

代のまちづくり

への依存度
に、省エネ
けた取組が

を契機とし
要。 

などにより

耐用年数を
を進めてい

ラの維持管
っていくこ

た太陽光発

マスのエネル

成果などの普

力・熱融通の

コ世界会議

の普及 
協働による事

続可能なまち

の有効活用 
の整備・確保

な維持管理

方式の導入

りに向けて 

度の低減が
ネ、効果的
が必要。 

した持続可

り持続可能

を迎える社
くことが必

管理・更新
ことが必要

発電の推進

ルギー利用

普及促進

の促進 

」を契機

事業の展開

ちづくり 

保 

理・更新 
など、公

が求め
的なエ

可能な

能な都

社会資
必要。

新に当
。 


